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大臣官房


経済産業政策局


地域経済産業グループ


通商政策局


貿易経済協力局


産業技術環境局


製造産業局


商務情報政策局


商務流通グループ


資源エネルギー庁


原子力安全・保安院


特許庁


中小企業庁


経済産業省の総合的なマネジメント
 北海道経済産業局


東北経済産業局


中部経済産業局


近畿経済産業局


中国経済産業局


四国経済産業局


九州経済産業局


関東経済産業局


経　済　産　業　省　（職員数：約8,600人）


経済構造改革を推進し、日本経済の針路を描く


地域経済の自立的発展を後押し


国益と地球益、対外経済政策の戦略を練る


貿易や経済協力で世界との架け橋を築く


宇宙、バイオ、エコ･･･「夢」に挑戦、未来を先取る


モノ作りの「現場」から政策を発信する


豊かな経済・社会を支えるビジネスをつくる


流通・物流の発展、消費行政を担当


くらしを守り、未来を創る


産業活動や各施設の安全確保のために


創造力を、富の源泉に。知的財産を保護する


日本経済の屋台骨、中小企業を支援する


経済産業省の歴史


1945年（昭和20年）　商工省復活

1949年（昭和24年）　通商産業省設置

2001年（平成13年）　経済産業省設置


情報処理振興課、地域情報化人材育成推進室


管轄：１都１０県 
茨城、栃木、群馬、 
埼玉、千葉、東京、 
神奈川、新潟、長野、 
山梨、静岡
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下請代金検査官室／中小企業相談室


コンテンツ産業支援室／商業振興室／

大規模小売店舗立地法相談室／コミュニティ
ビジネス推進チーム


商品取引室


企画課


情報公開・政策評価室／競争環境整備
室／広報・情報システム室


会計課


総務企画部


関　東　経　済　産　業　局　（職員数：約３６０名）


産業人材政策課


次世代産業室／産業立地室


地域振興課


新規事業課


地域経済部


情報政策課


特許室／特許相談室／産学官連携推進チー
ム／工業標準チーム
産業技術課


産業振興課


国際課


商務・取引信用課


産業部


地域経済課


製造産業課


流通・サービス産業課


中小企業課


総務課


調査課


消費者相談室／製品安全室
消費経済課


中小企業金融課


経営支援課


監査室／総合エネルギー広報室／エネル
ギー・温暖化対策推進チーム／環境・エネル
ギービジネス推進チーム


電力技術室


資源エネルギー環境課


環境・リサイクル課


電力事業課


石油課


鉱業課


ガス事業課


エネルギー対策課


通商事務所


資源エネルギー環境部


アルコール事務所


東京、横浜


新潟、静岡


①ＩＴ政策の推進 
②クリエイティブ産業の育成 
（課員：６名）
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企業立地支援課


アルコール室
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首都圏西部地域（TAMA地域）

　○製品開発型・高度基盤技術関連企業の集積


　　※埼玉県南西部、東京都多摩地区、神奈川県県央部等の地域　


中央自動車道沿線地域

　○超精密・電子機器・メカトロニクス関連企業の集積


　　※長野県諏訪圏域、山梨県甲府地域、富士吉田等


三遠南信地域

　○輸送機器・光・航空宇宙関連企業の集積


　　※長野県南信地域（飯田）、静岡県遠州地域（浜松）等


首都圏北部地域

　○輸送機器・航空宇宙関連企業の集積


　　※茨城県北部（日立、常陸那珂）、群馬県（太田、桐生等）、

　　　栃木県（宇都宮）、埼玉県北部
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京浜地域

　○研究開発型・試作開発型・高度基盤技術関連企業の集積　


　　※東京都品川・大田区～川崎・横浜の広域京浜地域
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新潟地域

　○金属加工関連企業の集積


　　※燕、三条、長岡等
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出展：広域関東圏産業立地ガイドブック（関東経済産業局産業立地室）


東葛川口つくば（ＴＸ沿線）地域

　○製品開発型・高度基盤技術関連企業の集積


　　※千葉県東葛地域、埼玉県川口地域、茨城県筑波地域等
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